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１．はじめに










これ以降、この法案に関する報道は徐々に増加していく。10 月 25 日における法案の閣議決定
と国会提出の後、とりわけ 11 月 7 日に国会における審議が始まると、その報道の量は急速に増
加することになる。そして、11 月 26 日に自民党、公明党、みんなの党、日本維新の会からなる
４党修正案が、自民、公明、みんなの党の賛成により衆議院を通過し、言説の拡大はひとつのピー


































ぐる国会審議の期間はそれほど長かったとは言えない。衆議院における審議入りは 11 月 7 日で






















































































理を行っている。それは以下のような９種類に分類されている（Ibarra and Kitsuse 2007 [1993]: 



























































































は確実』と批判」した声明に関する記事は、こうしたレトリックの典型例である（朝日 9 月 5 日）。
同様に、憲法とメディア法の専門家による「『基本的人権の保障 *3、国民主権、平和主義という
憲法の基本原理を踏みにじる危険性が高い』として、制定に反対する声明」もこうした権利への
























































例だろう（朝日 9 月 19 日）。
これらと同様に、実際に情報の漏洩がなくとも、法案には情報の提供を求めることを「そその
かし」として取り締まるという「独立教唆」の規定があるために（朝日 11 月 21 日）、日米の基
地や原発の反対運動に携わる市民が委縮するという言説がある。法案が成立すれば、特定秘密に
接触しようと相談しただけで逮捕される可能性が出てくるためである（朝日 11 月 6 日）。あるい
は、特定秘密に接触しようとする行為の「通報は一般市民もできるため、密告が盛んになる恐れ










的に操作できます」といった政府の権力の増大を危ぶむ言説（朝日 10 月 19 日）、あるいは「膨
大な情報から秘密を指定するのは閣僚ですが、判断しきれません。実質は官僚の裁量です。問題
を恐れて数多く選ぶのが、官僚の性。秘密は拡大し自己増殖します」のように官僚支配が強まる
という言説がある（朝日 11 月 30 日）。さらに「特定秘密」の範囲が不明確なために、「不正をた
だすために内部告発をしようと思う人を委縮させる」（朝日 12 月 19 日）、「政府は、後世の検証
に耐えるような対外交渉を常に意識せねばならない。それで初めて外交力が鍛えられる」にもか













12 月 14 日）*5。あるいは、「政府に都合の良いことが『国益』と思い込んで」いるといった言説
は、もはや法案の成立を目指す動きが論理的なものではなくなり、感情的な動機にすり替わって









う（朝日 11 月 18 日）。
また、そもそも法案が必要ではないという「枠組みの無効化のレトリック」も一部に確認でき
た。例えば、あらためて法律をつくらなくとも、「秘密漏洩にはすでに国家公務員法で厳しい規

























































に国民や自衛隊員の犠牲が増えることにつながる」という例が挙げられる（産経 12 月 7 日）。
これらの対策の必要性に対して、「権利のレトリック」に関連して、批判言説と異なる観点か







































国民の知る権利を不必要にあおったきらいがある」という言説が認められる（産経 1 月 5 日）。
同様に、こうしたイデオロギー性を一種の感情的な反応として捉え、「なんなんだ、これは。特
定秘密保護法案の審議をめぐる一部メディアの報道ぶり。反対一色で、空恐ろしくなった」（産

























































いる。ここで取り上げた表については、次の URL で確認できる（2014 年 10 月 1 日取得 , http://www.
asahi.com/articles/photo/AS20131121002568.html）。
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